
業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置

質疑に関する文書

審議に関する文書

委員会における審議 審議に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

条例案の決定過程に関する文書

他の行政機関との協議 他の行政機関との協議に関する文書

県民等からの意見聴取 県政パブリックコメント手続に関する文書

条例案の審査 条例案の審査過程の記録

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

規則案の決定過程に関する文書

他の行政機関との協議 他の行政機関との協議に関する文書

県民等からの意見聴取 県政パブリックコメント手続に関する文書

規則案の審査 規則案の審査過程の記録

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

公示案の決定過程に関する文書

公示の決定及び公表 公示の決定及び公表に関する文書

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

訓令案の決定過程に関する文書

訓令案の審査 訓令案の審査過程の記録

訓令の決定及び公表 訓令の決定及び公表に関する文書

別表
事項

１ 県議会における審議に関する事項

1-1 県議会における審議に関する事項 本会議における審議 １０年 廃棄

２ 条例等の制定又は改廃及びその経緯

2-1 条例の制定又は改廃及びその経緯 条例の検討 ３０年 移管

2-2 規則の制定又は改廃及びその経緯 規則案の検討 ３０年 移管

３ 公示等の制定又は改廃及びその経緯

3-1 公示の制定又は改廃及びその経緯 公示案の検討 告示のうち重要なもの
は３０年、その他の告
示は１０年、公告は５年

移管

3-2 訓令の制定又は改廃及びその経緯 訓令案の検討 ３０年 移管

訓令の決定及び公表 訓令の決定及び公表に関する文書

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

要綱等案の決定過程に関する文書

要綱等の決定 要綱等の決定に関する文書

要綱等の公表 要綱等の公表に関する文書

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

各部及び知事部局との協議に関する文書

通達案の決定過程に関する文書

通達の決定 通達の決定に関する文書

解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

他の行政機関との協議 他の行政機関との協議に関する文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

申合せ案の決定過程に関する文書

申合せに係る案の協議に関する文書

他の実施機関との会議に関する文書

申合せの決定に関する文書

申合せの内容が記録された文書

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

3-3 要綱等の制定又は改廃及びその経緯 要綱等案の検討 重要なものは３０年、そ
の他は１０年

移管（ただし、内部事務
に関するものは廃棄）

3-4 通達の制定又は改廃及びその経緯（2-1から
3-3までの項に該当するものを除く。）

通達の検討 １年以上で、当該通達
の内容により必要と認
める期間

移管（ただし、内部事務
に関するものは廃棄）

４ 関係行政機関の長で構成される会議（これに準ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経緯並びに県公安委員会の重要な決定又は了解の経緯

4-1 関係行政機関の長で構成される会議の決定
又は了解及びその経緯

会議の決定又は了解に係る案の検討 事項の内容により必要
と認める期間

移管（ただし、他の実施
機関が主体となるものに
ついては廃棄）

4-2 県公安委員会の重要な決定又は了解の経緯 公安委員会の重要な決定又は了解に関する立案 事項の内容により必要
と認める期間

移管

５ 複数の実施機関による申合せ及びその経緯

5-1 複数の実施機関による申合せ及びその経緯 複数の実施機関による申合せ案の検討 事項の内容により必要
と認める期間

移管（ただし、他の実施
機関が主体となるものに
ついては廃棄）

他の実施機関との協議及び申合せ

６ 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

6-1 許可、認可、免許、承認等の行政処分の記録 許可、認可、免許、承認等の行政処分の記録 許可、認可、免許、承認等の行政処分の記録（台帳） 法令等により新たに記
録する必要がなくなる
日に係る特定日以後５
年

移管

6-2 許可、認可、免許、承認等の行政処分の審査
基準、処分基準、行政指導指針及び標準処理
期間の設定及びその経緯

許可、認可、免許、承認等の行政処分の審査基準、
処分基準、行政指導指針及び標準処理期間の設定
の検討

１０年（ただし、別途警
察庁からの指示又は、
他県警察との協議があ
るものを除く。）

移管

各部及び知事部局との協議に関する文書

県政パブリックコメント手続に関する文書

案の決定に関する文書



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

許可、認可、免許、承認等の行政処分の審査基準、
処分基準、行政指導指針及び標準処理期間の設定

許可、認可、免許、承認等の行政処分の基準、処分基
準、行政指導指針及び標準処理期間の決定に関する文
書

許可、認可、免許、承認等の行政処分の記録 許可、認可、免許、承認等の行政処分の記録

許可等に係る事前相談 許可等に係る事前相談に関する文書

申請の受付及び審査 申請の受付及び審査に関する文書

審議会における審議 処分の検討に関する審議会、委員会の文書

処分の決定 処分の決定に関する文書

処分の施行 処分の施行に関する文書

届出又は報告に関する文書

届出又は報告の受理に関する文書

調査等に関する文書

処分案に関する文書

審議会における審議 処分の検討に関する審議会、委員会の文書

聴聞の実施 聴聞手続に関する文書

処分の意思決定に関する文書

名称変更、解散の登記等に関する文書

処分の公表又は報告 処分の公表又は報告に関する文書

補助金等の交付の要件に関する文書

補助金等の協議及び内示に関する文書

補助金等の交付決定に関する文書

事業の実績報告 実績報告に関する文書

補助金額の確定及び返還 補助金等の額の確定及び返還に関する文書

不服申立ての提起 不服申立ての提起に関する文書

要件審査 要件審査に関する文書

弁明に関する文書

反論に関する文書

証拠調べに関する文書

審議会等に関する文書

取下げ 取下げに関する文書

裁決（決定） 裁決等に関する文書

通知 関係者への通知文書

訴訟の提起 訴訟の提起に関する文書

応訴の方針決定に関する文書

代理人に関する文書

指定代理人に関する文書

主張、立証 訴訟における主張、立証に関する書類

判決等の受領 判決・和解に関する書類

出訴の方針決定に関する文書

6-3 許可、認可、免許、承認等の行政処分の決定
及びその経緯

事項の内容により必要
と認める期間

廃棄

6-4 許可、認可、免許、承認等の行政処分に伴う
届出及び報告の受理

届出又は報告の受理 事項の内容により必要
と認める期間

廃棄

6-5 不利益処分の決定及びその経緯 処分の検討 事項の内容により必要
と認める期間

廃棄

処分の実施

6-6 補助金、助成金、交付金、奨励金等の交付の
決定及び確定並びにその経緯

補助金等の交付 交付に係る事業が終了
する日に係る特定日以
後５年

廃棄

6-7 不服申立てに関する裁決又は決定（審議会等
における検討等を含む。）及びその経緯

裁決又は決定その他の
処分がされる日に係る
特定日以後１０年

移管（ただし、取下げ分
については廃棄）

審理

6-8 応訴及びその経緯 訴訟が終結する日に係
る特定日以後１０年

移管

応訴の方針等

6-9 訴訟の提起及びその経緯 提起の準備 訴訟が終結する日に係 移管出訴の方針決定に関する文書

代理人に関する文書

指定代理人に関する文書

議案の決定 議案の決定に関する文書

議会審議 議会の審議に関する文書

訴訟の提起 訴訟の提起に関する文書

主張、立証 訴訟における主張、立証に関する書類

判決等の受領 判決・和解に関する書類

事件の発生 対応方針の検討に関する文書

調整 当事者等との調整に関する文書

和解の決定 和解の決定に関する文書

和解 和解に関する文書

6-11 請願又は陳情の処理に関する事項 請願又は陳情に対する措置 請願又は陳情に対する処理の経過又は結果に関する文
書

１０年 廃棄

7-1 公印の管理等に関する事項 公印の管理等 公印保管台帳 制度廃止の日に係る特
定日以後５年

移管

7-2 公印の新調等に関する事項 公印の新調等 公印の新調等申請に関する文書 ３年 廃棄

電子印使用申請及び使用廃止報告に関する文書

組織編成・定員管理の検討 組織編成及び定員管理の検討に関する文書

組織編成・定員管理の決定 組織編成及び定員管理の決定に関する文書

組織編成・定員管理の公表 組織編成及び定員管理の公表に関する文書

所管不明の事務の配分の検討 所管不明の事務の配分の検討に関する文書

所管不明の事務の配分 所管不明の事務の配分の決定に関する文書

人事評価 人事評価に関する文書

人事異動 人事異動に関する文書

自己都合退職に関する文書

勧奨退職に関する文書

採用計画策定に向けた協議 採用計画策定に向けた協議に関する文書

採用計画の決定 採用計画の決定に関する文書

職員の選考 選考試験の実施に関する文書

選考結果 選考結果に関する文書

採用 採用の決定に関する文書

再任用の協議 再任用の協議に関する文書

再任用の検討 再任用の検討に関する文書

採用試験の準備 採用試験の準備に関する文書

採用試験の実施 採用試験の実施に関する文書

6-9 訴訟の提起及びその経緯 提起の準備 訴訟が終結する日に係
る特定日以後１０年

移管

6-10 和解（示談）及びその経緯（６－９の項に該当
する事項を除く。）

和解の締結日に係る特
定日以後１０年

廃棄

７ 公印等の管理に関する事項

８ 組織及び定員に関する事項

8-1 組織又は定員に関する事項 １０年（人事主管課に限
る。）

移管

９ 人事に関する事項

9-1 人事評価及び人事異動に関する事項 ３０年（人事主管課に限
る。）

廃棄

9-2 退職に関する事項 退職 ３０年（人事主管課に限
る。）

廃棄

9-3 職員の採用計画に関する事項 ３年 廃棄（ただし、決定に関
するものは移管）

9-4 職員の採用に関する事項 ３０年 廃棄

9-5 再任用に関する事項 ３年 廃棄

9-6 非常勤嘱託職員等の任免に関する事項 ３年 廃棄

採用試験の実施 採用試験の実施に関する文書

非常勤職員の任免 非常勤職員の任用又は解職に関する文書

非常勤職員の服務 出勤、休暇等に関する文書

採用試験の準備 採用試験の準備に関する文書

採用試験の実施 採用試験の実施に関する文書

9-7 臨時職員の任免に関する事項 ３年 廃棄



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

臨時職員の任免 臨時職員の任用又は解職に関する文書

臨時職員の服務 出勤、欠勤等に関する文書



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

職務専念義務の免除の承認 職務専念義務の免除に関する文書

各種休暇の承認 各種休暇に関する文書

週休日の振替の承認 週休日の振替に関する文書

休日の代休指定 代休に関する文書

9-9 職員の服務に関する事項(休業に関するもの
に限る。)

各種休業の承認 各種休業に関する文書 ５年（ただし、育児休業
に関するものは３０年)

廃棄

研修・指導 研修・指導に関する文書

分限の検討 分限の検討に関する文書

分限の決定 分限の決定に関する文書

9-11 事務引継に関する事項 事務の引継 事務引継に関する文書 １年

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

立案の検討に関する審議会、委員会等の文書

計画案の決定に関する文書

他の行政機関との協議 他の行政機関、関係機関、関係団体との協議に関する
文書

計画等の決定又は改廃 計画等の決定又は改廃に関する文書

計画等の公表 計画等の公表に関する文書

計画等の報告等 計画等の報告等に関する文書

計画等の評価・実績 計画等の評価・実績に関する文書

業務改善等の検討 業務改善に関する文書

事務能率向上等の検討 職員提案に関する文書

初任給 初任給決定に関する文書

昇給及び昇格 昇給及び昇格に関する文書

復職時調整 復職時調整に関する文書

退職手当 退職手当に関する文書

給与改定 給与改定に関する文書

給料表異動に関する文書

給料の調整額に関する文書

給料の支給に関する文書

諸手当（認定に関する業務を除く。） 諸手当に関する文書

旅費 旅費に関する文書

報酬等 報酬等に関する文書

給与の公表 給与の公表に関する文書

9-8 職員の服務に関する事項(休業に関するもの
を除く。）

３年 廃棄

9-10 職員の分限に関する事項 ３０年 廃棄

廃棄（ただし、本部長に
関するものについては移
管）

１０ 事務能率の増進に関する事項

10-1 警察行政の総合的な基本計画及び重要施策
に関する事項

計画案等の検討 計画期間の終了又は
廃止の日に係る特定日
以後１０年

廃棄。（ただし、議会の議
決が必要な計画、計画期
間が５年以上の計画及
び法令、条例等により策
定が義務付けられている
ものは移管）

10-2 業務改善及び事務能率の向上に関する事項 ３年 廃棄

１１ 給与に関する事項

11-1 人事と密接に関わる給与に関する事項 ３０年（給与主管課に限
る。）

廃棄

11-2 職員の給与に関する事項（上記の項目に掲げ
るものを除く。）

５年 廃棄

給料

給与の公表 給与の公表に関する文書

11-3 職員の諸手当の認定の記録に関する事項 諸手当の認定 諸手当の認定に関する文書 新たな認定又は退職の
日に係る特定日以後５
年

廃棄

11-4 職員の勤務実績報告に関する事項 勤務実績報告 勤務実績報告書 ５年 廃棄

11-5 時間外勤務命令に関する事項 時間外勤務命令 時間外勤務申請及び承認に関する文書 ５年 廃棄

11-6 職員の源泉徴収に関する事項 源泉徴収に関する業務 源泉徴収に関する文書 ５年 廃棄

11-7 非常勤職員等の賃金・報酬等に関する事項 賃金・報酬等に関する業務 賃金・報酬等の支払い、追給及び返納に関する文書 ５年 廃棄

公用自動車の配車に関する文書

公用自動車の廃車に関する文書

ETCカードの管理に関する文書

安全運転の管理 安全運転管理に関する文書

12-2 給貸与品の給貸与記録に関する事項 給貸与の記録に関する業務 支給品・貸与品台帳、特殊被服台帳等 制度廃止の日に係る特
定日以後５年

廃棄

12-3 給貸与品の給貸与の実施に関する事項 給貸与品に関する業務 支給・貸与等に関する文書 １年 廃棄

研修・指導 研修・指導に関する文書

懲戒の検討 懲戒の検討に関する文書

懲戒の決定 懲戒の決定に関する文書

13-2 内部通報の処理に関する事項 内部通報の処理 内部通報の処理に関する文書 ５年 廃棄

立案の契機となった事項に関する文書

立案に活用した調査又は研究に関する文書

制度設計・変更の決定に関する文書

実施要綱の策定 実施要綱に関する文書

推薦 推薦に関する文書

受賞者の検討及び決定 選考委員会の開催・運営及び受賞決定に関する文書

表彰の実施 表彰式の開催・運営に関する文書

実施状況の公表等 表彰結果・実績等に関する文書

式典の立案に関する文書

式典の実施に関する文書

制度の検討に関する文書

制度の決定(変更)又は廃止に関する文書

推薦 推薦に関する文書

受賞者の検討及び決定 選考委員会の開催・運営及び受賞決定に関する文書

表彰の実施 表彰式の開催・運営に関する文書

実施状況の公表等 表彰結果・実績等に関する文書

１２ 装備に関する事項

12-1 公用自動車の運用に関する事項 公用自動車の運用 ５年（ただし、新車配分
及び配置換に関する通
知文は１年）

廃棄

１３ 監察に関する事項

13-1 職員の懲戒に関する事項 ３年 廃棄

13-3 職員表彰制度に関する事項 制度の設計・変更 １０年（ただし、所属長
内賞については所属が
必要とする期間)

廃棄

13-4 職員表彰の授与に関する事項 １年（ただし、公安委員
会が実施する表彰につ
いては３年）

廃棄

１４ 式典又は部外者表彰に関する事項

14-1 式典に関する事項 式典の実施 ５年 廃棄

14-2 部外者表彰制度の創設又は改廃及びその経
緯

制度の創設又は改廃 制度廃止の日に係る特
定日以後５年

移管

14-3 部外者表彰の授与に関する事項 １年（ただし、公安委員
会が実施する表彰につ
いては３年）

廃棄



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

予算編成方針の通知 予算の編成方針に関する文書

予算要求書の提出 予算の要求に関する文書

要求内容の査定 予算査定に関する文書

予算配当額の確認 予算配当予定額に関する文書

予算に関する照会 各種照会に関する文書

債務負担行為の設定 債務負担行為の設定に関する文書

予算査定資料に関する業務 予算査定資料

事業内容の検討 事業の契機に関する文書

事業内容の決定 事業内容に関する文書

補助金の交付申請及び決定に関する文書

概算払いに関する文書

計画の変更に関する文書

繰越承認申請に関する文書

事業の実施 事業の実施に関する文書

実績報告 実績報告に関する文書

補助金等の額の確定及び返還 補助金等の額の確定及び返還に関する文書

歳出予算の配当 歳出予算の配当に関する文書

歳出予算の令達 歳出予算の令達に関する文書

歳出予算の流用 歳出予算の流用に関する文書

歳出予算の趣旨変更等 歳出予算の趣旨変更等に関する文書

起債の借入れに関する文書

起債の管理に関する文書

地方負担額等に関する文書

進捗管理等に関する文書

繰越申請 繰越申請に関する文書

繰越承認 繰越承認に関する文書

繰越確定 繰越確定に関する文書

繰越設定 繰越設定議案に関する文書

繰越承認申請 繰越承認申請に関する文書

繰越確定 繰越確定に関する文書

繰越枠の検討 繰越設定に関する文書

繰越申請に関する文書

国の見込額調査に関する文書

県予算の繰越承認に関する文書

国への報告に関する文書

15-8 決算に関する事項 決算特別委員会 決算特別委員会に関する文書 ５年 廃棄

未収金の発生経緯に関する文書

１５ 予算及び決算に関する事項

15-1 予算要求に関する事項 ５年 廃棄

15-2 県が補助事業者となる場合の国の補助金、交
付金等に関する申請、確定等の経緯

当該補助金等の事業
が終了する日に係る特
定日以後５年

廃棄

補助金の交付申請及び決定（変更を含む。）

15-3 歳出予算の配当、令達、流用、趣旨の変更等
に関する事項

５年 廃棄

15-4 起債事務に関する事項 起債に関する業務 ５年 廃棄

15-5 予算繰越に関する事項（国庫支出金に係るも
のに限る。）

５年 廃棄

15-6 予算繰越に関する事項（国庫支出金に係るも
のを除く。）

５年 廃棄

15-7 繰越事務に関する事項 ５年 廃棄

繰越申請及び確定

15-9 未収金に関する事項 未収金の管理 未収金の解消の日に係 廃棄未収金の発生経緯に関する文書

調査・記録に関する文書

照会・報告に関する文書

強制執行 強制執行に関する文書

不能欠損処分 不納欠損に関する文書

契約の準備 契約の要件に関する文書

契約締結方法の決定 契約締結方法の決定に関する文書

契約内容の決定 契約内容の決定に関する文書

競争参加資格の設定又は指名業者若しくは見積徴収業
者の決定に関する審議会等の文書

入札又は随意契約の実施内容の決定に関する文書

入札又は随意契約の実施 入札等の実施及び契約に関する文書

議案の決定 議案の決定に関する文書

議会審議 議会の審議に関する文書

契約の締結 契約の締結に関する文書

履行の確認 事業の実施及び履行の確認に関する文書

任免 任命又は解任に関する文書

事務引継 事務引継に関する文書

現金の領収 現金の領収に関する文書

現金の出納記録 現金の出納記録に関する文書

16-4 有価証券の保管に関する事項 有価証券の保管 有価証券の保管に関する文書 還付の日に係る特定日
以後５年

廃棄

16-5 保管有価証券の出納に関する事項 保管有価証券の出納記録 保管有価証券の出納に関する文書 ５年 廃棄

16-6 小切手（国費）に関する事項 小切手等の振出し 政府預金小切手帳 使用済の日に係る特定
日以後５年

廃棄

収入調定に関する文書

収入の証拠書類

収入の更正 更正決定に関する文書

収入証紙消印記録簿

収入証紙実績報告書

16-8 督促状の発行に関する事項 督促状の発行 督促状の発行に関する文書 ５年 廃棄

16-9 不納欠損処分に関する事項 不能欠損処分 不納欠損処分に関する文書 ５年 廃棄

支出 支出の証拠書類

資金前渡の精算 資金前渡精算に関する文書

支出の更正 更正決定に関する文書

16-11 歳入の戻出に関する事項 歳入の戻出 歳入の戻出に関する文書 ５年 廃棄

16-12 債権債務者登録に関する事項 債権債務者の登録 宛名及び代金の受領方法に関する申出書 ５年 廃棄

16-13 返納金の戻入に関する事項 返納金の戻入 返納金の戻入に関する文書 ５年 廃棄

歳入の整理 歳入の整理に関する文書

歳出の整理 歳出の整理に関する文書

15-9 未収金に関する事項 未収金の管理 未収金の解消の日に係
る特定日以後５年

廃棄

１６ 会計に関する事項（別に分類する事項を除く。）

16-1 契約に関する事項（他の項に該当するものを
除く。）

契約の終了する日に係
る特定日以後５年

廃棄

入札又は随意契約の実施内容の検討及び決定

16-2 出納員、会計職員、検査員等に関する事項 ５年 廃棄

16-3 現金の出納に関する事項 ５年 廃棄

16-7 収入に関する事項 収入 ５年 廃棄

収入証紙による収入

16-10 支出に関する事項 ５年 廃棄

16-14 歳入、歳出の整理に関する事項 ５年 廃棄

歳出の整理 歳出の整理に関する文書

歳入の決算 歳入の決算に関する文書

歳出の決算 歳出の決算に関する文書

16-16 歳入歳出外現金（基金）受払いの整理に関す
る事項

歳入歳出外現金（基金）の受払いの整理 歳入歳出外現金（基金）受払いの整理に関する文書 ５年 廃棄

16-15 歳入、歳出の決算明細に関する事項 ５年 廃棄



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

旅行命令 旅行命令に関する文書

旅行依頼 旅行依頼に関する文書

復命 旅行に係る復命に関する文書

16-18 非常勤職員等の所得税の源泉徴収等に関す
る事項

年末調整及び法定調書の提出 非常勤職員等の所得税の源泉徴収及び年末調整に関
する文書

５年 廃棄

17-1 事務局監査に関する事項 事務局からの通知の受付等 事務局からの監査実施通知文書 ５年 廃棄

監査の受監準備 監査の受監準備に関する文書

監査の受監 監査の受監に関する文書

監査の結果及び指摘への対応 監査の結果及び指摘への対応に関する文書

17-2 部内監査に関する事項 監査の準備 監査の準備に関する文書 ５年 廃棄

監査の実施 監査の実施に関する文書

監査結果に関する業務 監査結果に関する文書

会計検査院からの通知の受付等 会計検査院からの検査通知文書

検査の受検準備 関係課との事前協議に関する文書

検査の受検 検査に関する文書

会計検査院の決算検査報告等の受付 会計検査院の決算検査報告及び関係部局等への周知
に関する文書

出納局からの通知の受付等 出納局からの検査実施通知文書 廃棄

検査の受検 会計検査の受検に関する文書

検査の結果 会計検査の結果に関する文書

機種の選定 機種選定過程に関する文書

物品の要求に関する文書

入札に関する文書、発注に関する文書

物品の交付に関する文書

物品の納品に関する文書

物品の登録に関する文書

物品の取得に関する決裁文書

物品の取得と引継に関する文書

検査及び受領に関する文書、出納簿

寄附の申込み及び取得の承認に関する文書

寄附物品の受入れに関する文書

物品の登録に関する文書

物品の不用決定 物品の不用の決定に関する文書

物品の異動 消耗品の払出しに関する文書

物品毀損・亡失の状況に関する文書

損害賠償の審査及び賠償責任に関する文書

損害賠償に関する文書

16-17 旅行命令及び依頼並びに旅行に係る復命に
関する事項

５年 廃棄

１７ 会計の監査及び検査に関する事項

17-3 会計検査院の会計検査に関する事項 ５年 廃棄

17-4 出納局会計事務検査に関する事項 ５年

１８ 物品の管理及び処分に関する事項

18-1 物品の取得及び処分に関する事項 ５年 廃棄

購入による物品の取得

資金前渡による物品の取得

寄附による物品の取得

18-2 物品の管理に関する事項（他の項に該当する
ものを除く。）

３年（ただし、国有物品
については５年）

廃棄

物品の毀損又は亡失

損害賠償に関する文書

物品の保管転換 物品の保管転換に関する文書

譲与の申込み及び譲与の承認に関する文書

譲与の承認に関する文書

譲与の契約及び物品の譲与に関する文書

備品の分類替え 備品の分類替えに関する文書

物品の管理報告 物品の管理に関する報告書

貸付けの申込み及び貸付けの承認に関する文書

貸付けの契約に関する文書

重要備品・保管備品の管理 重要備品台帳

保管備品整理簿

18-5 特定消耗品の管理に関する事項 特定消耗品の管理 特定消耗品管理簿 口座抹消の日に係る特
定日以後３年

廃棄

物品の出納の記録 物品の出納簿

物品の供用の記録 物品の供用簿

物品の保管 物品の保管に関する文書

物品の貸出し及び持出し 物品の貸出し及び持出しに関する文書

18-8 国有物品の交替引継に関する事項 国有物品の交替引継 国有物品の交替引継に関する文書 ５年 廃棄

税務署との協議に関する文書

税務署への提出文書

官公庁等との協議に関する文書

官公庁等への提出文書

用地交渉 用地交渉の記録に関する文書

売買契約に関する文書

寄附に関する文書

契約（借地及び損失補償に限る。） 契約に関する文書

登記に関する業務 登記等に関する文書

登記等の記録 登記等の記録に関する文書

収用証明書の交付等 証明書の交付等に関する文書

19-2 公有財産台帳等の管理に関する事項 公有財産の管理に関する記録 公有財産台帳等の管理に関する文書 財産の処分等記録を保
有する必要がなくなる
日に係る特定日以後５
年

移管

申請に関する文書

現地立会いに関する文書

立会記録及び立会いの結果に関する文書

申請に関する文書

決定に関する文書

物品の譲与

18-3 物品の部外貸付けに関する事項 物品の貸付け 貸付契約期間満了の
日に係る特定日以後３
年（ただし、国有物品に
ついては同特定日以後
５年）

廃棄

18-4 重要備品・保管備品の管理に関する事項 備品の処分又は保管
転換の日に係る特定日
以後５年

廃棄

18-6 国有物品の出納・供用の記録に関する事項 物品の処分又は返納
の日に係る特定日以後
５年

廃棄

18-7 国有物品の保管・部内貸出し及び持出しに関
する事項

物品の返納又は返却
の日に係る特定日以後
１年

廃棄

１９ 財産に関する事項

19-1 公有財産（用地等）の取得に関する事項 税務署との協議 財産の処分等の日に係
る特定日以後３０年

移管

官公庁等との協議

売買契約（事業用地の寄附を含む。）の締結

19-3 公有財産の管理に関する事項（境界確定に関
する事項に限る。）

境界確定 財産の処分の日に係る
特定日以後３０年

移管

19-4 公有財産の管理に関する事項（許可、貸付け
及び回答に関する事項に限る。）

許可、貸付け及び回答 期間満了の日に係る特
定日以後５年

廃棄

決定に関する文書

所管換え、所属替え、用途廃止及び用途変更 決定に関する文書

改築及び借受け 決定に関する文書

19-5 公有財産の管理に関する事項（所管換え、所
属替え、用途廃止、用途変更、改築及び借受
けに関する事項に限る。）

財産の処分の日に係る
特定日以後３０年

移管



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

公有財産実態調査 実施、調査及び結果に関する文書

火災共済に関する業務 報告及び申請に関する文書

方針の決定 処分の契機となった文書

処分対象物件についての調査に関する文書

土地評価に関する文書

入札実施に関する文書

入札結果及び契約に関する文書

随意契約実施に関する文書

随意契約結果及び契約に関する文書

登記に関する業務 所有権移転登記に関する文書

取得 土地又は建物の取得に関する文書

所管換え 所管換えに関する文書

所属替え 所属替えに関する文書

交換 普通財産・国有財産に関する文書

引継ぎ 国有財産の引継ぎに係る通知書

国有財産の管理に関する記録 国有財産台帳等の管理に関する文書

境界確定 境界確認に関する文書

現状変更 現状変更等に関する文書

用途変更 用途変更に関する文書

使用許可に関する文書

使用許可の協議に関する文書

使用承認 部局間使用報告書

財務省通達に関する文書

内閣府取扱規則に関する文書

用途廃止 用途廃止に関する文書

普通財産の譲与又は売払いに係る通知書 普通財産の譲与又は売払いに係る通知書

19-14 庁舎管理に関する事項 庁舎、施設の管理 庁舎、施設の管理に関する文書 ３年 廃棄

19-15 執務室管理に関する事項 職員異動や組織改編に伴う執務室の管理 備品等に関する文書 ３年 廃棄

庁舎、施設等の営繕等の計画に関する文書

営繕に係る報告及び記録に関する文書

契約の準備 契約の要件に関する文書

契約締結方法の決定 契約締結方法の決定に関する文書

契約内容の決定 契約内容の決定に関する文書

競争参加資格の設定又は指名業者若しくは見積聴取業
者の決定に関する審議会等の文書

入札又は随意契約の実施内容の決定に関する文書

入札又は随意契約の実施 入札等の実施及び契約に関する文書

議案の決定 議案の決定に関する文書

19-6 公有財産の管理に関する事項（他の事項に該
当するものを除く。）

５年 廃棄

19-7 公有財産の処分に関する事項（交換を含む。） 財産の処分の日に係る
特定日以後３０年

移管

処分対象物件の調査

契約の締結

19-8 国有財産の取得に関する事項 財産の処分の日に係る
特定日以後３０年

廃棄

19-9 国有財産台帳等の管理に関する事項 財産の処分等記録を保
有する必要がなくなる
日に係る特定日以後３
０年

廃棄

19-10 国有財産の管理に関する事項（無償使用・維
持管理に関する事項に限る。）

５年 廃棄

19-11 国有財産の管理に関する事項（許可・承認に
関する事項に限る。）

使用許可 許可及び承認契約期
間満了の日に係る特定
日以後５年

廃棄

19-12 国有財産報告に関する事項（照会・回答・報
告）

国有財産報告 ５年 廃棄

19-13 国有財産の処分に関する事項 財産の処分の日に係る
特定日以後３０年

廃棄

19-16 庁舎、施設等の営繕に関する事項 庁舎、施設等の営繕 ５年 廃棄

19-17 工事に係る契約に関する事項（公有財産台帳
等で管理することが必要な構造物等を含む場
合に限る。）

構造物の処分の日に係
る特定日以後５年

廃棄

入札又は随意契約の実施内容の検討及び決定

議会審議 議会の審議に関する文書

契約の締結 契約の締結に関する文書

履行の確認 事業の実施及び履行の確認に関する文書

契約の準備 契約の要件に関する文書

契約締結方法の決定 契約締結方法の決定に関する文書

契約内容の決定 契約内容の決定に関する文書

競争参加資格の設定又は指名業者若しくは見積聴取業
者の決定に関する審議会等の文書

入札又は随意契約の実施内容の決定に関する文書

入札又は随意契約の実施 入札等の実施及び契約に関する文書

議案の決定 議案の決定に関する文書

議会審議 議会の審議に関する文書

契約の締結 契約の締結に関する文書

履行の確認 事業の実施及び履行の確認に関する文書

貸付けの決定に関する文書

費用の負担に関する文書

電算報告に関する文書

19-20 宿舎の入舎に関する事項 宿舎の入舎 宿舎の入舎に関する文書 退居日に係る特定日以
後１年

廃棄

19-21 宿舎の退舎に関する事項 宿舎の退舎 宿舎の退舎に関する文書 ５年 廃棄

計画の立案に関する調査研究等に関する文書

計画を制定又は改廃するための決裁に関する文書

研修実施に向けた準備・検討 研修実施の決定に関する文書

研修実施 研修実施に関する文書

実施状況調査 研修実施状況調査に関する文書

認定請求に関する業務 認定請求に関する文書

支給に関する業務 支給に関する文書

請求（認定請求を除く。）に関する業務 請求（認定請求を除く。）に関する文書

届出等に関する業務 届出等に関する文書

健康診断、各種検査 健康診断、各種検査等の実施結果に関する文書

健康相談等 健康相談、ストレス相談等に関する文書

健康障害防止 健康障害防止対策に関する文書

休業者管理 健康管理月報

計画の立案に関する調査研究等に関する文書

計画の制定又は改廃に関する文書

衛生管理体制の整備 産業医又は衛生管理者等の選任又は養成に関する文

19-18 工事に係る契約に関する事項（公有財産台帳
等で管理することが必要な構造物等を含まな
い場合に限る。）

契約の終了する日に係
る特定日以後５年

廃棄

入札又は随意契約の実施内容の検討及び決定

19-19 宿舎の貸付けに関する事項 宿舎の貸付け ５年 廃棄

２０ 教養に関する事項

20-1 職員研修の計画に関する事項 研修計画の決定 学校入校を伴うものは
３年、その他は事項の
内容により必要と認め
る期間

廃棄

20-2 職員研修の実施に関する事項 学校入校を伴うものは
３年、その他は事項の
内容により必要と認め
る期間

廃棄

２１ 福利厚生等に関する事項

21-1 児童手当の認定請求及び支給に関する事項 支給事由の消滅の日に
係る特定日以降５年

廃棄

21-2 児童手当の請求、届出等に関する事項（認定
請求に関する事項を除く。）

３年 廃棄

21-3 職員の健康管理に関する事項 ３年 廃棄

21-4 職員の衛生管理の計画及び実施に関する事
項

衛生管理計画の策定又は改廃 ３年 廃棄

衛生管理体制の整備 産業医又は衛生管理者等の選任又は養成に関する文
書

衛生の推進 衛生委員会、産業医会議、職場巡視等の実施に関する
文書



業務の区分 文書の類型 保存期間 保存期間満了時の措置事項

認定請求 認定請求に関する文書

各種補償請求 各種補償請求に関する文書

各種福祉事業申請 各種福祉事業申請に関する文書

概算負担金に関する文書

確定負担金に関する文書

認定請求 認定請求に関する文書

各種補償請求 各種補償請求に関する文書

各種福祉事業申請 各種福祉事業申請に関する文書

広報の実施に関する文書

印刷物の作成及び配布に関する文書

取材依頼等に関する文書

県警記者クラブへの情報提供に関する文書

ホームページ運用管理の要領に関する文書

ホームページ掲載に関する文書

ホームページの運営・利用状況等に関する文書

22-3 広聴活動に関する事項(他の事項に該当する
ものを除く。)

広聴活動 広聴活動に関する文書 ３年 廃棄

開示請求書の受付 行政文書開示請求等に関する文書

開示決定・実施 行政文書の開示決定等に関する文書

開示請求書の受付 自己情報開示請求等に関する文書

開示決定・実施 自己情報の開示決定等に関する文書

24-1 行政文書ファイル管理簿 行政文書ファイル管理簿 行政文書ファイル管理簿 制度廃止の日に係る特
定日以後５年

廃棄

24-2 発出・取得した文書の管理に関する事項 発出・取得した文書の管理 発出・取得した文書の管理に関する文書 ３年 廃棄

24-3 行政文書ファイル等の移管又は廃棄の管理に
関する事項

行政文書ファイル等の移管又は廃棄の管理 行政文書ファイル等の移管又は廃棄の管理に関する文
書

３０年 移管

その他の各種事務 その他の各種事務に関する文書

警察活動 警察活動に関する文書

特別

1 歴史的に重要な政策に関する事項であって、
社会的に影響が大きく、その教訓が将来に生
かされると知事が別に定めるもの

当該事項を定める項の業務区分欄に掲げる業務 当該事項を定める項の業務の区分欄に定める業務に応
じ当該項の文書の類型に掲げる行政文書

当該事項を定める項の
保存期間欄に掲げる期
間

移管

2 処理に係る事案が軽易な事項 処理に係る事案が軽易な業務 軽易な文書 １年未満 廃棄

※１ 保存期間については、法令その他の規程により特別の定めが設けられている場合は、当該規程の定めるところによる。

※２

21-5 職員の公務災害に関する事項 １０年 廃棄

21-6 職員の公務災害負担金に関する事項 負担金 ３年 廃棄

21-7 非常勤職員等の公務災害に関する事項 ３０年 廃棄

２２ 広報及び広聴に関する事項

22-1 広報に関する事項 広報 広報主管課が取り扱う
ものは５年、その他は
事項の内容により必要
と認める期間

廃棄

報道機関への情報提供

22-2 ホームページの運用管理に関する事項 ホームページの運用管理 ３年 廃棄

２３ 情報公開及び個人情報保護に関する事項

23-1 行政文書の開示請求（開示の申出）に対する
決定及びその経緯

３年 廃棄

23-2 個人情報の開示請求（訂正請求・利用停止請
求）に対する決定及びその経緯

３年 廃棄

「特定日」とは、別に定める、文書作成取得日においては不確定である期間を保存期間とする行政文書及び当該行政文書がまとめられた行政文書ファイルの保存期間の起算日をいう。

２４ 文書の管理等に関する事項

２５ その他警察における事務及び警察活動に関する事項

25-1 事務及び警察活動に関する事項（他の項に該
当するものを除く。）

他の項の規定を参酌
し、事務及び事業の性
質、内容に応じて本部
長が定める期間

他の項の規定を参酌し、
事務及び事業の性質、
内容に応じて本部長が
定める措置

※２ 「特定日」とは、別に定める、文書作成取得日においては不確定である期間を保存期間とする行政文書及び当該行政文書がまとめられた行政文書ファイルの保存期間の起算日をいう。


